
社会保険庁平成 1４年度達成目標について（概要） 

 

 （性格） 

○ 中央省庁等改革基本法（平成 10 年法律第 103 号）第１６条第６項

第２号の規定に基づき、社会保険庁に対して、平成 14 年度に達成す

べき目標を示すもの。 

 
  （注１） 政策の企画立案機能と実施機能の分離という中央省庁等改革の方針に

より、主として政策の実施を担う「実施庁」に対しては、達成すべき

目標を設定し、その目標に対する実績を評価し、公表することとされ

ている。 
  （注２） 達成すべき目標は、平成 13 年度分から設定している。 

 

 （平成 13 年度達成目標との主な変更点） 

主要な目標について、可能な限り数値目標を設定。 
→ ① 20 歳到達者の国民年金の完全適用（100％）   

② 厚年・健保・船保保険料収納率（H13 年度以上） 
③ 国年の保険料収納実績（H13 年度以上） 
④ 健保・船保レセプト点検の効果額（H13 年度以上） 

 

国民年金の事務移管に伴い、表現を変更したこと。 

 

  その他必要な修正等を行ったこと。 

   
 
＜備考＞ 
平成 15 年度以降の達成目標についても、平成 13 年度の実績についての評価（平成

14 年度早期に実施）等を踏まえつつ、さらなる数値目標の設定等を検討し、評価の

透明性・客観性の向上を通じて、社会保険庁の実績の向上を図ることとしている。 



 
（参考） 中央省庁等改革基本法（平成 10 年法律第 103 号）（抄） 

 （内部部局及び外局） 

第 16 条 １～５ （略） 

６ 政府は、主として政策の実施に関する機能を担う庁（以下この条

において「実施庁」という。）について、次に掲げる方針に従い、そ

の業務の効率化を図るとともに自律性を高めるために必要な措置を

講ずるものとする。 

 一 府省の長の権限のうち、実施庁の所掌する事務に係るもの（当

該府省の企画立案に密接に関係関連する権限その他当該府省の長

の権限として留保する必要があるものを除く。）を、法律により、

当該実施庁の長に委任すること。 

 二 前号の場合において、府省の長は、実施庁の長にその権限が委

任された事務の実施基準その他当該事務の実施に必要な準則を定

めて公表するとともに、実施庁が達成すべき目標を設定し、その

目標に対する実績を評価して公表すること。 

 三 前二号の場合における府省の長の実施庁の業務についての監督

は、前号に規定するものの範囲に限定することを基本とすること。

 四 （略） 

７ （略） 


